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はじめに、新型コロナウイルスの影響について説明いたします。

スライド２をご覧ください。まず、セグメント別の新型コロナウイルスの業績への影響と
足元の状況を記載していますが、連結合計で営業収益は約98億円、営業利益は約49
億円の影響がございました。

運輸業では、外出自粛にともない当社鉄道業をはじめとした各事業での輸送人員の減
少等により、営業収益で約42億円、営業利益で約30億円の影響がございました。

また、足元では、当社特急ロマンスカーを一部運休しているほか、箱根観光船や箱根
ロープウェイを全面運休としています。加えて、当社の４月の輸送人員は、通勤定期で
対前年17.0％減、定期外で対前年69.3％減となっております。

次に、流通業では、外出自粛や入国制限にともなうお客さまの減少等により、営業収
益で約15億円の影響がございましたが、営業利益への影響は軽微でございました。ま
た、足元では、小田急百貨店の全店舗で食品フロア以外を臨時休業としており、新宿
店の４月の売上高は対前年84.6％減となっております。
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続きまして、スライド３をご覧ください。

不動産業でございます。こちらは、入居テナントに対する賃料減免を実施いたしました
が、影響は軽微でございました。足元では、商業施設が一部を除き全館休業しており
ます。

次に、その他の事業では、外出自粛や入国制限にともなうお客さまの減少等により、
営業収益で約41億円、営業利益で約19億円の影響がございました。足元では、箱根リ
ゾートホテルが全て休業となっているほか、新宿にございますハイアット リージェンシ
ー 東京の４月の宿泊稼働率は4.2％となっております。
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それでは、スライド４をご覧ください。ここからは、コロナショックを受けた当社グループ
の対応についてご説明いたします。

「小田急グループが社会に対して果たすべき役割・責任を守ること」をコロナショックに
対する基本方針としております。当社グループは、鉄道やバス等の社会に欠かせない
インフラを多く担っていることから、安全・安定運行の維持をはじめ、小田急グループ全
体でお客さまのくらしを支えてまいります。さらに、従業員のマスクの着用や換気の徹
底を行いお客さまの感染防止などの安全確保に努めるほか、従業員の雇用維持・安
心して働ける環境づくりを推進してまいります。

また、今後１年間の環境認識といたしましては、外出抑制は一定の条件で緩和され、
国内の経済活動は段階的に再開されると考えておりますが、ソーシャルディスタンスへ
の意識や政府等による再規制の可能性もございます。

さらにアフターコロナの環境認識といたしましては、消費者の行動やメンタリティに不可
逆的な変化が起こり、コロナショック以前の事業環境には戻らないと想定した、対応策
の検討を開始しております。
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スライド５をご覧ください。スライド４でご説明した基本方針、環境認識を踏まえ、今後の
対応についてご説明いたします。

まず、今後１年間の対応として、支出の抑制を行います。各費用項目の抜本的な見直
しや、安全確保を絶対としつつ設備投資などの実施予定施策の抜本的見直しを実施
いたします。さらに、資金繰りについては、記載のとおり既に対応策を実施しておりま

す。

次に、アフターコロナを見据えた対応でございますが、環境認識のスライドでもご説明
しましたが、コロナショック以前に戻るという発想ではなく、数値目標や現在推進してい
る具体的施策を見直すほか、新たな収支構造へ変革する契機としてまいります。

以上が、新型コロナウイルスの影響と対応でございます。
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それでは、続きまして決算の概要について説明いたします。

スライド６をご覧ください。連結損益計算書でございます。

詳細は、後ほどセグメント別に説明いたしますが、営業収益は5,341億円で、対前年で
74億円の増収、営業利益は411億円で、109億円の減益となりました。

また、経常利益は382億円で、113億円の減益となり、親会社株主に帰属する当期純利
益は199億円で、125億円の減益となりました。

表の右側には、本年２月に公表した見込数値との比較を記載しております。

こちらの見込数値には、新型コロナウイルスの影響を織り込んでおりませんでしたが、
２月以降外出自粛の傾向が強まったことによるお客さまの減少の影響を受けた結果、
営業収益は106億円の減収、営業利益は58億円の減益となりました。
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スライド７には営業外・特別損益の主な内容、連結適用範囲の異動状況を記載してお
ります。

欄外の※印に記載のとおり、昨年10月に発生した台風19号による被害に対する修繕・
復旧に要する費用の見積額と滅失資産の簿価相当額を、特別損失の「災害損失引当
金繰入額」として計上しております。

復旧費用としましては、今回計上した災害損失引当金繰入額14億円のほか、箱根登
山鉄道において流出した橋脚・橋桁の復旧費用を、2020年度の設備投資として計上す
る予定です。

なお、これらの費用の一部については、災害復旧補助制度および保険の対象となる見
込みです。
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また、スライド８には、連結貸借対照表と連結キャッシュ・フロー計算書をそれぞれ記載
しています。
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それでは、次のスライド９にまいります。ここからセグメント別の決算概要について説明
いたします。なお、ここからは、表の中ほどに記載しております、前年実績と比較した増
減や要因を中心に説明いたします。

はじめに運輸業ですが、対前年で61億円の減収、76億円の減益となりました。

営業収益は、昨年５月にございました箱根大涌谷周辺の噴火警戒レベル引き上げにと
もなう箱根ロープウェイ運休の影響や、昨年10月の台風19号の被害により箱根登山鉄
道の一部区間で運休を余儀なくされたことに加え、新型コロナウイルスによる外出自
粛にともない、当社鉄道業をはじめ各事業で輸送人員の減少の影響を受け、対前年で
減収となりました。

また、営業利益は、当社の鉄道業で、減価償却費や修繕費等の費用が増加したことに
より、減益となっております。

なお、右下に箱根エリアの営業収益を記載しております。こちらは、当社鉄道業の一

部、箱根登山鉄道を含む箱根交通各社、箱根リゾートホテルの合算数値になります

が、先ほど申し上げました３つの要因、箱根ロープウェイ運休、箱根登山鉄道一部区
間運休、新型コロナウイルスの影響により、対前年で40億円の減収となっております。

現在運休しております箱根登山鉄道の一部区間の運転再開時期につきましては、
2020年秋頃としておりましたが、2020年７月下旬に前倒しすることを今年の３月に公表
しております。引き続き、早期復旧に向けて全力で取り組んでまいります。
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次のスライド10は、当社の鉄道事業の運輸成績と営業費でございます。

はじめに、輸送人員の状況ですが、対前年で定期合計がプラス1.2％、内訳として通勤
定期がプラス2.0％、通学定期がマイナス1.0％となったほか、定期外がマイナス2.4％と
なり、合計でマイナス0.2％となりました。

続いて、運輸収入ですが、定期合計は輸送人員の増加にともない対前年で６億円の
増収、内訳として、通勤定期が７億円の増収、通学定期が９千万円の減収となっており
ます。

定期外は、新型コロナウイルスにともなう外出自粛による輸送人員の減少等により対
前年で28億円の減収、定期・定期外の合計であります旅客運輸収入の合計は22億円
の減収となりました。

（参考）2020年２月時点見込との比較

また、右側に記載している営業費については、減価償却費が維持更新投資により増加
したことや、修繕費が消費税の増税にともなう対応等で増加したことにより、合計では
対前年12億円の増加となっております。
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続きまして、スライド11をご覧ください。

流通業は、対前年で41億円の減収、14億円の増益となりました。

営業収益は、町田店と藤沢店のリニューアルにともなう百貨店エリアの売場面積減少
や、新型コロナウイルスによる外出自粛や入国制限にともなうお客さまの減少等の影
響より、流通業全体で減収となっております。

営業利益は、百貨店業における運営体制の見直しによる人件費の減少等により、増
益となっております。

なお、下段に、百貨店新宿店での免税売上の動向を記載しておりますが、第３四半期
までの米中貿易摩擦や元安による消費マインドの低下、バイヤーの減少に加え、２月
以降は新型コロナウイルスにともなう入国制限がなされたことにより、対前年でマイナ
ス10.6％となっております。

また、第３四半期までは、営業利益の調整額に、インナーウエアの通信販売を営む㈱
白鳩を連結子会社化した際に発生した「のれん」に関して、同社の株価下落にともない
未償却額を一括で償却計上していましたが、年度決算においては減損会計を適用し、
７億円を減損損失として特別損失に計上しております。
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続きまして、スライド12をご覧ください。

不動産業は、対前年で114億円の増収、８億円の減益となりました。

営業収益ですが、賃貸業で新規開業物件の収入が寄与したことや、分譲業で海老名
タワーマンションの販売により販売戸数が大幅に増加したことから、増収となりました。

営業利益ですが、当社賃貸業で新規開業にともなう費用が増加したことや、分譲業で
前年の都心のリノベーション物件販売の反動があったことなどから減益となっておりま
す。

なお 、営業利益の調整額が15億円となっておりますが、このほぼ全てが海老名タワー
マンション用地販売のグループ内取引にともなう調整でございますため、分譲業と合算
してご覧いただければと存じます 。
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続きまして、スライド13をご覧ください。

その他の事業は、対前年で53億円の増収、38億円の減益となりました。

営業収益は、主にホテル業とレストラン業において、新型コロナウイルスによる外出自
粛や入国制限にともなうお客さまの減少等の影響があったものの、新規開業ホテルの
収入が寄与したことに加え、前期末に人材派遣業を営む㈱ヒューマニックを連結子会
社化したことなどにより、増収となりました。

営業利益は、ホテル業における人件費の増加や、新規開業ホテルの開業費用の計上
等により、減益となっております。
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続きましてスライド14をご覧ください。

こちらには各セグメントにおける資産・設備投資額・減価償却費を記載しております。

14



続きましてスライド15をご覧ください。

こちらには業績予想と配当予想について記載しております。

まず、2020年３月期の配当予想につきましては、新型コロナウイルスの影響を受け、
2020年３月期の親会社株主に帰属する当期純利益が予想を大きく下回る結果となっ
たことを踏まえ、誠に遺憾ながら期末配当金の予想を10円に、年間配当金の予想を21
円に修正します。

また、2021年度３月期の業績予想および配当予想につきましては、新型コロナウイル
スの収束時期の見通しが立てられない状況下、現時点で営業収益への影響や今後の
対応策を反映した数値計画を合理的に策定することが困難なため、未定とさせていた
だきます。

以上、「2020年３月期 決算説明資料」について説明させていただきました。
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